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国際保健医療福祉学分野 
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学会発表数 

A－a 
A－b 

B－a 
B－b 

シンポジウム 学会 シンポジウム 学会 

3 5 0 6 0 2 

 

社会活動 
氏名・職 委 員 会 等 名 関 係 機 関 名 

高村 昇・教授 環境放射能研究所 研究連携推進会議委員 福島大学 

高村 昇・教授 疫学部顧問 公益財団法人 放射線影響研究所 

高村 昇・教授 (財)放射線影響研究所 臨床研究部顧問 (財)放射線影響研究所 

高村 昇・教授 支援センター運営委員会 委員 公益財団法人 原子力安全研究協会 

高村 昇・教授 福島県放射線健康リスク管理アドバイザー 福島県 

高村 昇・教授 非常勤嘱託 アルパイン株式会社 

高村 昇・教授 建築審査会委員 長崎県 

高村 昇・教授 福島県民健康管理調査検討会委員 福島県 

高村 昇・教授 日本放射線看護学会評議員 日本放射線看護学会 

高村 昇・教授 環境放射能研究所研究連携推進会議委員 国立大学法人福島大学 

高村 昇・教授 長崎市原子爆弾放射線影響研究会委員 長崎市 

高村 昇・教授 福島県川内村健康アドバイザー 福島県双葉郡川内村 

高村 昇・教授 長崎ヒバクシャ医療国際協力会運営部会委員 長崎県、長崎市 

高村 昇・教授 非常勤講師 広島大学 

高村 昇・教授 環境創造センター交流棟展示等検討会委員 福島県 

高村 昇・教授 放射線と健康アドバイザー 福島県 

高村 昇・教授 川内村の帰還に向けた検証委員会委員長 福島県双葉郡川内村 

高村 昇・教授 安全・安心対策検証委員会委員 公益財団法人原子力安全研究協会 

高村 昇・教授 除染情報プラザ運営委員会委員 環境省 

高村 昇・教授 楢葉町放射線健康管理委員会委員 福島県楢葉町 

高村 昇・教授 中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発

戦略検討会委員 
環境省 

高村 昇・教授 相談員制度の運用に関する実務者会合委員 内閣府 

高村 昇・教授 雲南市原子力安全顧問 島根県雲南市 

 

競争的資金獲得状況（共同研究を含む） 
氏名・職 資 金 提 供 元 代表・分担 研 究 題 目 

高村 昇・教授 日本学術振興会 代表 
 

基盤研究（B） 
福島の今後を見据えたチェルノブイリにお

ける疫学研究の展開 

高村 昇・教授 日本学術振興会 代表 基盤研究（C）「一般小児における甲状腺超

音波所見の経時的変化の評価 

高村 昇・教授 日本学術振興会 分担 基盤研究(B) 
チェルノブイリ周辺国における非放射線誘

発小児・若年者甲状腺がんの分子疫学調査研
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究 

高村 昇・教授 日本学術振興会 分担 基盤研究(A) 
国際共同研究による甲状腺がん分子疫学調

査研究 

高村 昇・教授 日本学術振興会 分担 基盤研究(C) 
内臓脂肪が増加しやすいハイリスク青年期

成人男性の予知因子の同定 

高村 昇・教授 日本学術振興会 分担 基盤研究(C) 
一般小児における甲状腺超音波所見の経時

的変化の評価 

高村 昇・教授 日本学術振興会 分担 基盤研究(B) 
無症候期から発症までを連結させた動脈硬

化のリスクと病態生理に関するコホート研

究 

折田真紀子・助教 日本学術振興会 代表 若手研究（B） 
福島県川内村における食材中の放射性物質

濃度のデータベース化と住民のリスク認知

評価 

高村 昇・教授 アルパイン㈱ 内部被ばく線量評価 

 
その他 
非常勤講師 

氏名・職 職（担当科目） 関 係 機 関 名 

高村 昇・教授 非常勤講師（大規模災害と国際協力） 広島大学 

 
新聞等に掲載された活動 

氏名・職 活動題目 掲載紙誌等 掲載年月日 活動内容の概要と社会との関連 

高村 昇・教授 福島での被ばくによ

る健康被害に対して

の支援活動の紹介 

読売新聞 2016 年 
3 月 6 日 

被ばく医療専門家として、チェルノブイ

リ原発事故の健康調査の経験を経て、こ

れまで行ってきた福島復興支援への取

り組みについて述べている。 

高村 昇・教授 川内村復興に力を注

ぐ長崎大の福島支援

の現状 

長崎新聞 2016 年 
3 月 8 日 
 

国により避難指示解除が進められてい

るが、帰村しない住民も多い。被ばく線

量が問題ではなく、インフラの回復・整

備が整っていないことが問題ではない

かと見解を示した。 

高村 昇・教授 川内村復興に力を注

ぐ長崎大の福島支援

の現状 

長崎新聞 2016 年 
3 月 9 日 

村民帰還率 6 割となった現在、インフラ

整備だけでなく、長崎大学の福島支援に

より「かえるマラソン」開催が決定、地

域振興など住民の願いが込められてい

る。 

高村 昇・教授 福島原発事故５年後

の健康影響について

のインタビュー 

琉球新報 2016 年 
3 月 9 日 

福島の子ども 100 人以上に甲状腺がん

が見られたが被ばくとの因果関係が明

らかではなく、丁寧に見ていく必要があ

る。診断された子供のケアを強化するこ

とや、放射線に対するものだけでなく包

括的な取り組みが求められる。 

高村 昇・教授 福島原発事故５年後

の健康影響について

四国新報 2016 年 福島の子ども 100 人以上に甲状腺がん

が見られたが被ばくとの因果関係が明
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のインタビュー 3 月 9 日 らかではなく、丁寧に見ていく必要があ

る。診断された子供のケアを強化するこ

とや、放射線に対するものだけでなく包

括的な取り組みが求められる。 

高村 昇・教授 福島原発事故５年後

の健康影響について

のインタビュー 

佐賀新聞 2016 年 
3 月 10 日 

福島の子ども 100 人以上に甲状腺がん

が見られたが被ばくとの因果関係が明

らかではなく、丁寧に見ていく必要があ

る。診断された子供のケアを強化するこ

とや、放射線に対するものだけでなく包

括的な取り組みが求められる。 

高村 昇・教授 放射線 Q&A 英語版を

福島県に寄贈 
時事通信新聞 2016 年 

3 月 10 日 
Q&A 英語版を 1 万部作成、在日外国人

に正しい理解を促す狙い。同県に 4000
部寄贈の他、各国の大使館などに配布す

る。 

高村 昇・教授 福島原発事故５年後

の健康影響について

のインタビュー 

高知新聞 2016 年 
3 月 10 日 

福島の子ども 100 人以上に甲状腺がん

が見られたが被ばくとの因果関係が明

らかではなく、丁寧に見ていく必要があ

る。診断された子供のケアを強化するこ

とや、放射線に対するものだけでなく包

括的な取り組みが求められる。 

高村 昇・教授 川内村復興に力を注

ぐ長崎大の福島支援

の現状 

長崎新聞 2016 年 
3 月 10 日 

福島医科大との災害・被ばく医療科学分

野の人材育成についてや、川内村を「知

の交流拠点」として知見を地域に還元し

つつ、復興を後押ししたいと述べた。 

高村 昇・教授 福島原発事故５年後

の健康影響について

のインタビュー 

山陽新聞 2016 年 
3 月 11 日 

福島の子ども 100 人以上に甲状腺がん

が見られたが被ばくとの因果関係が明

らかではなく、丁寧に見ていく必要があ

る。診断された子供のケアを強化するこ

とや、放射線に対するものだけでなく包

括的な取り組みが求められる。 

高村 昇・教授 放射線 Q&A 英語版を

福島県に寄贈 
福島民報 2016 年 

3 月 11 日 
Q&A 英語版を 1 万部作成、在日外国人

に正しい理解を促す狙い。風評払拭に向

けたトップセールスなどに活用しても

らえればとの思いを示した。 

高村 昇・教授 鹿児島薩摩川内原発

周辺の放射線測定装

置の設置状況につい

て 

産経新聞 2016 年 
3 月 17 日 

朝日新聞の記事において、高線量と低線

量、双方が測れる放射線測定装置の設置

状況について批判があった。原発事故へ

の備えとして専門家の間では常識の配

置状況であり、問題はない。 

高村 昇・教授 福島県原発後とチェ

ルノブイリ原発後の

甲状腺がんの発症パ

ターンの相違につい

て 

福島民報 2016 年 
8 月 4 日 

チェルノブイリ原発事故後の甲状腺が

ん発症は、事故当時 0～5 歳だった世代

で事故四年後から顕著に増加したが、福

島原発後の甲状腺がんの診断を受けた

患者は事故当時 6 歳以上の子どもだっ

た。このことから福島県内ではチェルノ

ブイリのような小児甲状腺がんの増加

は考えにくいと結論づけた。 

高村 昇・教授 長崎大学が福島県富

岡町と包括連携協定

を結ぶことを発表 

読売新聞 2016 年 
9 月 9 日 

富岡町では 9 月 17 日より登録住民によ

る長期自宅宿泊がスタート、これに合わ

せて町役場に復興推進拠点を開設し、健

康相談や各種被ばく線量の評価等を行

い町民の健康をサポートする。 

高村 昇・教授 長崎大学が福島県富

岡町と包括連携協定

長崎新聞 2016 年 富岡町は来年 4 月からの一部帰還を目

指しており、隣接する川内村でのノウハ
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を結ぶことを発表 9 月 9 日 ウを生かし、富岡町にも復興推進拠点を

開設し、健康相談や各種被ばく線量の評

価等を行い町民の健康をサポートする。 

高村 昇・教授 長崎大学が福島県富

岡町と包括連携協定

を結ぶことを発表 

日経新聞 2016 年 
9 月 9 日 

富岡町は来年 4 月からの一部帰還を目

指しており、長崎大学は隣接する川内村

での経験を生かし、富岡町にも復興推進

拠点を開設し、健康相談や各種被ばく線

量の評価等を行い町民の健康をサポー

トする。 

折田 真紀子助教 川内村での支援活動、

リスクコミュニケー

ション活動の紹介 

電気新聞 2016 年 
2 月 4 日 

村での活動内容や、これまでの経緯につ

いてを語り、被ばく医療を中心にした地

域保健の仕事に携わりたいと抱負を述

べた。 

 


